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１ はじめに 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が一部改正され、教育委員会は毎年、その権限に属する事務の執行及び管理状況についての点検、評価を行い、その

結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することが義務づけられました。 

  そのため、恩納村教育委員会でも、教育行政の効果的かつ効率的な教育行政の推進に資するとともに、村民への説明責任を果たしていくために、同法第２７条の規

定に基づき、教育委員会の事務の点検及び評価を行い、その評価に際しては、教育に関する学識経験者で構成される外部評価委員会を設置しその知見の活用も図りま

した。 

  この報告書は、毎年作成し、公表していくことになりますが、教育委員会としては、報告書の内容充実に努め、村民にわかりやすい報告書にするために、必要な検

討を加えていくこととしています。 

  また、点検評価の実施を通じて、教育施策の効果的な検証と改善を図りながら、本村教育行政の着実な推進につなげていきたいと考えております。 

 

 （参考） 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」抜粋 

  （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 27 条 教育委員会は、毎年その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長に委任された事務その

他教育長の権限に属する事務（同条第３項に規定により事務職員等に委任された事務を含む。）を含む。）

の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出

するともに、公表しなければならない。 

2 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を

図るものとする。（平成 20 年 4 月 1 日施行） 

 

２ 教育委員会の活動状況について 

  教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律により、首長から独立した行政委員会として各都道府県、市町村に設置されています。委員は５名で組織

され、その合議の下に、学校その他教育機関の設置及びその管理や廃止に関すること、教育財産の管理、学校の教育課程、学習指導、生徒指導等に関することなど教

育行政の執行管理を行っています。 

  通常の業務については、委員の中から選任された教育長を通して、業務の執行管理を行いますが、教育行政の基本的な方針や委員会規則や規程の制定、学校や教育

機関の設置や廃止、教育機関の職員の任免、事務事業の評価などは教育長に委任することはできず、委員会自らが執行管理をすることになっています。 

 (１) 教育委員の任命状況 

   教育委員は、村長が議会の同意を得て選任し、その任期は 4 年となっています。平成 22 年度は、宮平千佳委員が選任されました。島袋委員が委員長に再任され、

渡口委員が委員長職務代理に選任されました。 

  平成 22 度の教育委員は次のとおりです。 
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教育委員としての経歴 
役職 氏   名 任     期 

当初就任 勤続年数 
備考 

委員長 島  袋  正  重 平成 21 年 5 月 1 日～平成 25 年 4 月 30 日 平成13年 3 期 10 年 委員長 10 年 

委 員 渡 口 美 智 子 平成 21 年 7 月 1 日～平成 25 年 6 月 30 日 平成17年 2 期 6 年 委員長職務代理者 

委 員 宮 平 千 佳 平成 22 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日 平成22年 1 期 1 年  

委 員 宜 志 富  栄 平成 19 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日 平成19年 1 期 4 年  

教育長 石 川 哲 夫 平成 21 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日 平成21年 1 期 2 年  

 

(２) 教育委員会の会議 

教育委員会は、恩納村教育委員会会議規則に基づいて毎月 21 日を定例教育委員会の開催日として会議を開催するほか、緊急を有する事案が出た場合は適宜臨時

会を開催し、必要事項を審議し決定しています。また、各種の主催事業や村の各種行事、各種の研修会などにも積極的に参加しています。 

平成 22 年度の教育委員会の会議の開催状況は次のとおりです。 

会議の名称 日  時 場  所 出席委員 案件等 

4 月定例会 4 月 21 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．恩納村人材育成補助金交付要綱制定の件 

４．恩納村学校評議員の追加委嘱の件 

５．教育委員長選任に件 

６．教育委員長職務代理者選任の件 

７．その他の協議事項 

  ・教育の日制定について及び全国学力学習状況調査結果公表について 

5 月定例会 5 月 21 日 午前 10時 役場 1階会議室 4人 １ 前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．恩納村要保護及び準要保護児童・生徒めがね購入時援助事業実施要綱制定の件 

４．恩納村検定受検料助成事業実施要綱制定の件 

５．恩納村地域学習塾助成金事業実施要綱制定の件 

６．その他の協議事項 

  ・「児童・生徒支援記録簿」作成要綱の件 

  ・市町村への権限移譲に関するアンケートの件 

  ・平成２２年度中頭地区市町村教育委員会連合会総会及び研修会の件 
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会議の名称 日  時 場  所 出席委員 案件等 

６月定例会 ６月２１日 午前 10時 役場１階会議室 ５人 １ 前回会議概要の承認 

２ 教育長の業務報告 

３ その他の協議事項 

  ・教職志望者研修会の件 

  ・学校訪問総括の件 

  ・指導方法改善加配の恩納小学校配置の件 

  ・学習支援員の活用の件 

  ・地域塾の件 

7 月定例会 7 月 13 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告  

３．平成 23 年度使用小学校教科用図書採択の件 

４．初任者研修に係る指導教員の命課書の交付の件 

５．その他の協議事項 

  ・「恩納村児童・生徒支援記録簿」作成事業要綱（案）について 

  ・平成２２年度恩納村教育委員会学校訪問記録について 

  ・平成２１年度事務事業の点検及び評価報告書について 

８月定例会 8 月 20 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．平成 22 年度要保護及び準要保護児童生徒認定の件 

４．平成 22 年度恩納村立幼稚園保育料減免者決定の件 

５．恩納村教育振興審議会規則の一部を改正する規則の件 

６．恩納村心身障害児適正就学指導委員会の委員の委嘱の件 

７．その他の協議事項 

  ・平成２１年度教育委員会事務事業の点検及び評価報告書の件 

  ・全国学力学習状況調査の件 

９月臨時会 9 月 1 日 午後 1時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．平成 21 年度恩納村教育委員会の事務事業の点検及び評価報告書の件 

３．職員の辞職の件 

９月臨時会 9 月 6 日 午前 9時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．平成 21 年度恩納村教育委員会事務事業点検及び評価報告書の件 
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会議の名称 日  時 場  所 出席委員 案件等 

9 月定例会 9 月 21 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．その他の協議事項 

  ・平成 22 年度沖縄県市町村教育委員研修会について 

  ・地域学習塾について 

  ・学校訪問について 

  ・危機管理マニュアルについて 

  ・少人数学級（３０人・３５人学級）の推進の件 

10 月定例会 10 月 21 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告  

３．その他の協議事項 

  ・平成 23 年度研修会における分科会議題案の件 

  ・平成 24 年度文教施策とその予算措置に関する要請の件 

  ・平成 22 年度中頭地区市町村教育委員会連合会研修及び講演会の件  

11 月臨時会 11 月 12 日 午前 10時 役場 1階会議室 4人 １ 前回会議の概要の承認の件 

２ 協議事項 

  ・点検評価外部評価委員会からの答申  

  ・中学校統合問題の諮問について 

３ その他の協議事項 

  ・秋田県先進校視察研修報告書について  

11 月定例会 11 月 19 日 午前 10時 役場 1階会議室 ５人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．恩納村立幼稚園管理規則の一部を改正する規則の件 

４．恩納村立幼稚園預かり保育実施要綱の制定の件 

５．恩納村教育委員会指定校の変更許可基準の件 

６．その他の協議事項 

  ・平成 22 年度学校事故防止に関する年間指導計画の件 

  ・中学校統合問題の件 

  ・教育委員会機構改革の件 

  ・12 月補正予算の件   
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会議の名称 日  時 場  所 出席委員 案件等 

12 月定例会 12 月 21 日 午前 10時 役場 1階会議室 5人 １．前回概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．社会教育主事併任の件 

４．恩納村教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則の件 

５．その他の教議事項 

  ・平成 22 年度市町村教育委員、・教育長研修会開催の件 

  ・平成 22 年度中頭地区市町村教育委員会連合会講演会開催の件 

  ・幼稚園教育の制度改善について要請の件 

 

１月定例会 1 月 21 日 午前 10時 役場３階委員会室 ４人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．その他の協議事項 

  ・「恩納村児童・生徒支援記録簿」作成事業要綱（案）の件 

  ・平成 23 年度教育委員会施政方針（案）の件 

  ・石狩交流派遣事業の件 

  ・校舎改築の現状報告 

  ・県学力到達度調査の結果報告 

  ・教職員各種手当事務の市町村権限移譲の件 

  ・給食センターの人的体制の件 

  ・中頭地区学対実践発表大会、市町村教育委員研修会の件 

2 月定例会 2 月 21 日  午前 10時 役場３階委員会室 5人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．恩納村立学校管理規則の一部を改正する規則の件 

４．その他の協議事項 

  ・学習支援員配置の件 

  ・恩納村議会からの要請事項回答の件 

3 月臨時会 3 月 2 日   午後 2時 役場３階委員会室 ５人 １．前回会議概要の承認 

２．平成 23 年度公立学校管理職及び教諭等の定期人事異動内示承認の件 

３．平成 23 年度恩納村立幼稚園定期人事異動の内示（案）承認の件 

４．平成 23 年度教育委員会職員の人事異動内示（案）承認の件 
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会議の名称 日  時 場  所 出席委員 案件等 

３月定例会 3 月２２日   午前 10時 役場３階委員会室 ５人 １．前回会議概要の承認 

２．教育長の業務報告 

３．恩納村博物館非常勤館長の設置に関する規則の一部を改正する規則の件 

４．恩納村教育委員会職員に係る人事異動の承認の件 

５．恩納村立各学校における学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の委嘱の件 

６．恩納村心の教室相談員の委嘱の件 

７．恩納村立博物館非常勤館長の委嘱の件 

８．社会教育委員の委嘱の件 

９．恩納村社会教育指導員の委嘱の件 

10．恩納村体育指導員の委嘱の件 

 

なお、教育委員会で審議された案件を、分類すると次のようになります。（議事概要の承認、業務報告等定型的なものは除く。） 

条例関係 規則・規程・要綱等 人事関係 その他 合計 

０件 １３件 １８件 ４４件 ７５件 

  

(３)  主催行事や学校行事への参加状況 

    教育委員会には教育委員会の行事や学校の行事など多種多様な行事があります。教育委員は、本村の教育行政の最高意思決定機関として、それらの行事に参加

し、状況把握に努め、その結果を教育行政に反映させています。 

 

    平成 22 年度中における主催行事や学校行事への教育委員の出席状況は、次のとおりです。 

  期   日 場  所 行事等の名称 備  考 

平 22 年 4 月 1 日 役場 2階会議室 平成 22 年度職員辞令交付式 島袋委員長・教育長 

4 月 2 日 総合保健福祉センター 平成 22 年度教職員辞令交付式 全委員 

4 月 3 日 名桜大学 名桜大学入学式 石川教育長 

4 月 7 日 恩納小中学校体育館 中学校入学式 石川教育長 

4 月 8 日 安富祖小中学校体育館 

喜瀬武原小中学校体育館 

仲泊小中学校体育館 

山田小中学校体育館 

恩納小中学校体育館 

小中学校入学式 

小中学校入学式 

小中学校入学式 

小中学校入学式 

小学校入学式 

島袋委員長 

宜志富委員 

宮平委員 

渡口委員 

石川教育長 
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  期   日 場  所 行事等の名称 備  考 

    4 月 9 日 安富祖幼稚園 

喜瀬武原幼稚園 

恩納幼稚園 

仲泊幼稚園 

山田幼稚園 

入園式 

入園式 

入園式 

入園式 

入園式 

島袋委員長 

宜志富委員 

石川教育長 

宮平委員 

渡口委員 

４月 13 日 安富祖校 安富祖校改築工事安全祈願祭 全委員 

    6 月 1 日 安富祖小中学校 学校訪問 8時から 12時 全委員 

    6 月 2 日 喜瀬武原小中学校 学校訪問       〃    全委員 

    6 月 3 日 恩納小中学校 学校訪問       〃       全委員  

    6 月 15 日 安富祖小中学校 中頭学対学校訪問 9時から 12時 全委員 

    6 月 16 日 山田小中学校 学校訪問 8時から 12時 全委員 

6 月 17 日 仲泊小中学校 学校訪問    〃    全委員 

7 月 1 日 仲泊小中学校 地域教育懇談会 全委員 

7 月 9 日 喜瀬武原公民館 地域教育懇談会 全委員 

7 月 21 日 宇加地公民館・塩屋公民館 地域教育懇談会 全委員 

7 月 22 日 山田公民館・真栄田公民館 地域教育懇談会 全委員 

7 月 26 日 大田公民館 地域教育懇談会 島袋委員長、宜志富委員、渡口委員、石川教育長 

7 月 27 日 瀬良垣公民館 地域教育懇談会 全委員 

７月 28 日 南恩納公民館 地域教育懇談会 全委員 

7 月 29 日 恩納公民間 地域教育懇談会 島袋委員長、宮平委員、渡口委員、石川教育長 

７月 30 日 谷茶公民館 地域教育懇談会 全委員 

8 月 9 日 コミュニティセンター 恩納村少年主張・おはなし大会 島袋委員長、渡口委員、宜志富委員、石川教育長 

9 月 22 日 山田小中学校 学校訪問 島袋委員長、渡口委員、宜志富委員、石川教育長 

9 月 24 日 仲泊小中学校 学校訪問 島袋委員長、渡口委員、宜志富委員、石川教育長 

9 月 27 日 安富祖小中学校 学校訪問 全委員 

9 月 28 日 喜瀬武原小中学校 学校訪問 全委員 

9 月 29 日 恩納小中学校 学校訪問 島袋委員長、渡口委員、宜志富委員、石川教育長 

9 月 30 日 役場１階会議室 退職辞令交付式 島袋委員長 

11 月 2 日 ゆうなホール 中学生フォーラム 宜志富委員、渡口委員、石川教育長 

10 月 10 日 各小中学校 運動会 全委員 
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  期   日 場  所 行事等の名称 備  考 

1 月 18 日 ゆうなホール 村学対実践発表会 全委員 

      1 月 30 日 仲泊小中学校 

山田小中学校 

学習発表会 

学習発表会 

渡口委員 

宮平委員 

3 月 13 日 仲泊中学校体育館 

山田中学校体育館 

恩納小中学校体育館 

喜瀬武原小中学校体育館 

安富祖小中学校体育館 

中学校卒業式 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

島袋委員長 

渡口委員 

宜志富委員 

宮平委員 

石川教育長 

3 月 17 日 安富祖幼稚園 

喜瀬武原幼稚園 

恩納幼稚園 

仲泊幼稚園 

山田幼稚園 

卒園式 

卒園式 

卒園式 

卒園式 

卒園式 

石川教育長 

宮平委員 

宜志富委員 

渡口委員 

島袋委員長 

3 月 18 日 安富祖小中学校体育館 

仲泊小中学校体育館 

小学校卒業式 

小学校卒業式 

石川教育長 

島袋委員長 

3 月 23 日 恩納小中学校体育館 

山田小中学校体育館 

小学校卒業式 

小学校卒業式 

宜志富委員、石川教育長 

渡口委員 

3 月 31 日 2階会議室 退職辞令交付式 島袋委員長 

 

 (４)  研修会や懇談会 

    教育行政の推進には教育委員の資質向上は必要不可欠です。そのため、各種の研修会に積極的に参加し、他市町村の状況を把握すると共に教育委員としての知

識の向上に努めています。また、２１年度から地域の声を村教育行政に反映させるため、村内の各団体との意見交換会や懇談会を開催しています。平成 22 年度の

研修会や懇談会等への出席状況は、次のとおりです。 

日日日日        時時時時 場  所 研修会等の名称 備  考 

平成平成平成平成 22 年年年年 5 月月月月 16 日日日日 役場１階会議室 村校長会との懇談会 島袋委員長、渡口委員、石川教育長 

5 月月月月 10 日日日日からからからから 11 日日日日 浦添市てだこホール 沖縄県市町村教育委員会連合会定期総会、研修会 全委員 

６６６６月月月月 18 日日日日 中城村吉の浦会館 平成 22 年度中頭地区市町村教育委員会研修会 全委員 

７７７７月月月月 15 日日日日 中頭教育事務所 中頭地区市町村教育委員会新任教育委員研修会 宮平委員 

10 月月月月 4 日日日日 那覇市民会館 沖縄県市町村教育委員研修会 全委員 

12 月月月月 6 日日日日 山田小中学校 大学院大学講演会 島袋委員長 
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平成平成平成平成 23 年年年年 2 月月月月 2 日日日日 県庁４階講堂 平成 22 年度市町村教育委員会教育委員、教育長研修会 全委員 

2 月月月月 4 日日日日 １階会議室 村長との意見交換会 島袋委員長、宜志富委員、宮平委員、石川教育長 

2 月月月月 7 日日日日 中頭教育事務所 中頭地区教育委員会連合会講演会 島袋委員長、渡口委員、石川教育長 

2 月月月月 19 日日日日 中城村吉の浦会館 平成 22 年度中頭地区学対実践発表会 島袋委員長、渡口委員、宮平委員、石川教育長 

 

３ 事務の点検評価について 

  事務事業の点検及び評価は平成１９年度から実施していますが、平成２２年度事業評価については、平成２１年度同様に、施政方針に示された事業など主な事業も

対象としました。また、効果的かつ効率的な事業の実施を行なうため、前年度の課題への取組みとその結果を明確にし、その結果を踏まえて、事業効果を判断し、継

続すべきか、規模拡大又は規模縮小、または廃止まで踏み込んで評価を行なうこととしました。 

  そのため、事業評価シートの項目を「事業項目及び事業内容」、「実施目標」、「前年度の課題」、「課題克服に向けた取組み」、「事業の成果」、「今後の課題」、「評価」、

「総合判断」とし、総合判断では、事業の成果と費用対効果を勘案し、 

① 現状の内容で継続する事業、 

② 事業規模を拡大又は縮小して継続する事業 

③ 事業の廃止又は終了する事業 

の３項目で判断することにしました。 

 しかしながら、評価が翌年度の 10 月に行なわれることから、課題に対する取組みは既に評価の時点で事業が終了していた場合など当該年度では取り組めないことも

あり、実質的な課題解決に対する取り組みは 1 年遅れになることがあります。 

  評価の方法については、平成 22 年度と同じく４段階評価に目標以上に効果をあげることができた場合の評価指標（S）を加えて次のとおり５段階評価としました。 

  Ｓ：目標以上に事業効果をあげることができた。 

Ａ：目標が達成できた。 

  Ｂ：目標が概ね達成できた。 

  Ｃ：目標が一部しか達成できなかった。 

  Ｄ：目標が達成できなかった。 

 以上によって評価された平成 22 年度の結果は次のとおりです。 
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事務事業評価シート 

１ 学校教育課所管事業 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

教育委員会研修事

業 

各種の研修会に積極

的に参加し、教育委員

各自の教育に関する見

識を高める。 

更なる自主研修の実

施。 

県教育委員会連合会の研

修会や中頭地区教育委員

会連合会の研修会への参

加、村校長会との懇談会の

開催、各字地域懇談会への

参加、村長との意見交換会

の開催。 

委員各自が地域教育懇

談会への参加、村長と

の意見交換会、校長会

との懇談会等を通して

本村の教育課題を共有

することができた。そ

のことにより委員会会

議での議論が活発にな

った。 

 

更なる自主研修の

実施と地域教育懇

談会への参加及び

と他団体との意見

交換会等の取り組

み。 

 

 

 

Ｂ 
①現状の内容で

継続 

学校事務職員研修

事業 

学校事務職員の事務能

力の向上及び効率化を

図るため、毎週水曜日

の午前中、拠点校に集

って給与、服務、文書

等の取り扱いについて

共通理解と点検を行

う。また、臨時的任用

職員配置校の支援にあ

たる。 

平成 21 年度は仲泊

校美術室で共同事務

研修を実施していた

場所を変更依頼。 

各校が事務職員一人

配置のため行事等で

実施出来ないことも

あった。 

時間的損失を最小限にと

どめるため、場所を恩納校

へ変更する。 

毎週水曜日の午前中に共

同事務研修ができるよう

各学校行事との調整を行

う。 

平成 22 年度は、恩納校

を拠点校に位置づけ、

仲泊校が全体の世話を

した。 

定例研修会が計画通り

実施され、職員の給

与・服務・公文書の取

扱いについて滞りなく

取り扱われた。 

臨時的任用職員の支援

に努めた。 

平成 24 年度からの

学校事務の教育委

員会権限移譲に伴

う拠点校の指定及

び人的配置・貴養育

事務所との連携を

図る。 

学校訪問時におけ

る関係文書の点検

を実施する。 

 

Ａ ①現状で継続 

学校評議員設置事

業 

村民の意見を学校経営

に取り入れることで地

域に開かれた学校づく

りを推進するため、各

学校に５名以内の学校

評議員を配置した。 

 

評議員の出席に個人

差があり、人選に工

夫が必要である。 

校長会での意見交換会を

もとに、各校長からの推薦

を受けて配置する。 

学校経営についての説

明及び地域との連携に

ついての意見交換がで

きた。 

学校評議員の出席状況

は前年と変化なし。 

「出席率 89.8％」 

 

学校評議員の意見

を取り入れて改善

している項目とま

だ改善されていな

い項目がある。取り

組みについての学

校格差も存在する。 

 

Ｂ ①現状で継続 
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事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

校長会・教頭会・

校務研修会事業 

教育関連法規の改定や

教育委員会による事業

説明、質疑・応答を通

して共通理解を図り、

学校経営に資する。 

現場の課題についての

情報交換をし、課題を

明確にし、教育行政に

反映させる。 

各学校の経営状況や

村の教育課題を全体

で把握し、改善策を

検討するなど、より

具体的な情報交換の

場としての活動が望

まれる。 

視察研修結果を学校

経営へ反映させる。 

行政説明及び課題につい

て別途提案し、改善向けて

具現化する。 

各種事業の説明と共通

確認を図った。 

継続事業や新事業につ

いて意見交換し、改善

に向けて取組んだ。 

※学対事業・各種研修

会のスムーズな運営が

できた。 

 

村公務研究会汎事

業を学校現場に反

映させるため、ポイ

ントを絞った研修

を実施する。 

村統一事項の確認

と、新学習指導要領

完全実施のための

共通理解。 

村行政の方向性に

ついて確認する。 

B ①現状で継続 

教育相談事業 各種の事情により配慮

を要する幼児児童生徒

とその保護者の相談に

応じ、必要な助言をす

る。 

相談業務充実のた

め、教育相談員につ

いて村民への周知策

が必要である。 

学校訪問を行い、教育相談

業務内容についての周知

を図る。 

各学校の心の教室相談

員との連携により、必

要に応じた相談業務に

従事した。 

チラシやポスター

の配付や村広報に

掲載し、周知を徹底

する。学校訪問を実

施する。 

 

 

Ｂ 

 

 

 

①現状で継続 

教育委員会学校計

画訪問 

 

村の教育施策との整合

性及び校務全般の管

理･運営状況を確認し、

学校経営に資する。 

 

教育委員と教職員と

の意見交換の場が必

要である。 

 

全体会を設定しての意見

交換会を実施する。 

本村の課題である学力

向上対策の視点から授

業参観主体の訪問を実

施した。 

幼稚園視察や給食

参観・教育委員会と

教職員が意見交換

する場を設定する。 

服務関係文書の点

検をする。 

Ｂ ①現状で継続 

中学生フォーラム

事業 

 

 

生徒会に係る課題等を

協議することにより生

徒会活動の活性化と企

画力、発表力、表現力、

協調性を育成する。 

 

質疑をもっと活発にす

るために資料を基にし

た質問事項を、事前に

該当校へ送る取り組み

が必要ではないかとの

反省がでた。新型イン

フルエンザ等への対応

も必要である。 

質疑を活発化させるため

に、事前に資料を配付す

る。 

 

 

 

 

 

発表者は生徒会に関す

る課題について日頃考

えている事を発表し、

フロアーからは、質問

や意見が出るなど、充

実したフォーラムとな

った。 

生徒会役員同士の

発表・質疑・応答と、

質疑カードを書か

せ、深まる内容を取

り上げることでマ

ンネリ化を防ぎた

い。 

 

 

 

Ａ 
①現状で継続 
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事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

奨学資金貸与事業 

 

経済的な理由により、

学資の援助を必要とす

る者に対して学資の一

部を貸与し有用な人材

を養成する。 

今後も、返済につい

ては積極的に自動送

金システムを勧め、

貸金を少しでも多く

回収したい。 

自動送金システムの推進

及び継続的な請求事務を

行い、奨学資金の確保に努

める。 

償還額が、過年度に比

べ回収金額には大きな

成果はなく、今後にお

いて新たな回収手段を

検討し、課題である未

収金対策を講じていき

たい。本年度貸付金額

は、県外 16 名、県内

14 名へ 10,920,000 円

となりました。 

貸付金の回収につ

いては継続的な請

求通知を要し、回収

の課題対し、返済責

任のある保護者及

び連帯保証人への

請求も含め強化し、

年間計画を作成し、

奨学金貸付の原資

確保に努める。 

 

Ｂ 

① 現状の内容

で継続 

恩納村テスト事業 

 

村独自でテストを作成

し、村内児童生徒の国

語・算数（数学）の学

習状況を把握する。 

作成に現場の教師を

活用して継続的に事

業を実施すべきであ

る。 

教師によるテストの作成

時間の確保を事前に調整

する。 

国語・算数(数学)の結果

の分析が、全国学力調

査や各種テストとの関

連的分析が難しかっ

た。 

全国学力調査・到達

度調査・基礎学力調

査の実施時期、内容

関連が図れないた

め厳選する。 

 

Ｃ 

 

 

③事業の廃止 

職場体験学習事業 村内 5 校の中学 2 年生

を対象に正しい職業

観・勤労観を身につけ

させることをねらいと

する。 

生徒個々の評価は

様々であるが、全体

として、受け応えや

態度の指導に努力が

必要である。 

職種の拡大を検討す

る必要がある。 

事前におけるマナー講習

会を実施する。 

教育委員会による職場開

拓する。 

生徒 1 人ひとりの希望

に沿えるような職場体

験となった。 

職場体験を通して主体

的に職業について考え

る機会となった。 

学校より、職場体験

の事前・事後の学習

に違いがあり、村内

一貫した指導に変

更する必要が有る。 

職場開拓や職場へ

の事前説明が必要。 

Ｂ  ①現状で継続 

幼稚園教員研修事

業 

村内 5 幼稚園教諭の資

質の向上を図る。 

幼稚園運営に関する意

見交換を行い、改善に

関する方策を策定す

る。 

県外研修会、サマー

スクールへの予算の

確保が必要である。 

教材研究と園内研修

の時間確保に努め

る。 

 

県内外の研修会へ教諭を

派遣する。 

 

 

 

 

毎月独自に幼稚園教諭

研修会を実施した。 

 

 

 

村内研修会に対す

る指導主事の参加

が必要である。 

県内外研修会への

幼稚園教諭の派遣

が必要である。 

 

Ｂ ①現状で継続 
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事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

幼稚園の絵本整備

事業 

絵本に親しむ幼児を育

成するため、図書備品

の拡充を図る。 

絵本に関する更なる

啓発活動が必要であ

る。 

新刊案内などの啓発活動

を行う。 

 

現場の要望に対する予

算確保ができた。 

親子読書や地域で

の絵本活用状況の

掌握が必要である。 

Ｂ ①現状で継続 

幼稚園管理備品・

保育振興備品整備

事業 

幼稚園教育に関する備

品及び保育環境の充実

を図る。 

運動遊具などの安全

点検の強化及び活用

方法の研究が必要で

ある。 

学校訪問における備品活

用の確認を行う。 

現場の要望に応じた備

品の購入と監査を実施

した。 

施設課題に対する迅速

な対応を図る。 

幼児の発達課題及

び幼小連携に応じ

た備品の中長期的

な購入計画を作成

する。 

Ｂ ①現状で継続 

特色ある幼稚園教

育の推進 

幼稚園の自然環境・人

的環境を生かした特色

ある保育活動を実施す

る。 

具体的で効果的な体

験活動を計画する必

要がある。 

地域人材を活用した体験

活動を実施する。 

祖父母や地域人材を活

用して独自の教育活動

を展開した。 

幼小連携や地域人

材を生かした保育

活動の実施を行う。 
Ｂ ①現状で継続 

教育振興備品整備

事業 

学校の要望に基づく教

材備品を拡充すること

により、効果的な学習

が行えるようにする。 

教育委員会関係行事

予定表（村内全世帯

配付）に備品監査日

を印字し、継続的な

備品監査の実施が必

要である。 

備品監査の実施と適切な

購入・廃棄手続きの整備を

する。 

計画的な備品購入と監

査ができた。 

 

教育委員会による

各学校の全備品管

理システムの構築

を図る必要がある。

定期的な備品に対

する監査を実施す

る。 

Ａ ①現状で継続 

就学支援事業 一定の条件を満たした

家庭の児童生徒に対

し、学資を援助して経

済的に恵まれない児童

生徒の教育を支援す

る。 

 

今後も学校と連携の

必要である。 

学校との連絡を密にする 密にすることによって

スムーズに支援でき

た。 

学用品、医療費、給食

費等の援助。 

小学校 163人、 

中学校 147人 

支援業務の保護者

への周知徹底 

Ｂ ①現状で継続 

宿泊学習事業 村内同学年児童の交流

を通して、お互いの親

睦とコミュニケーショ

ン能力の育成を図る。 

次年度参加できない

学校があり、同事業

を継続するかどうか

を検討する必要があ

る。 

全学校参加の意義につい

て再確認する。 

3 校で実施、2 校は単独

開催した。 

 

次年度は、対応可能

な学校で実施する。 

Ｃ 

 

 

③事業の廃止 

 



１５ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

心の教室相談員事

業 

児童生徒のストレスや

悩みを和らげ、健全な

学校生活を営むことが

できる学校環境を整備

する。 

年度途中で「配置換

えした相談員が退職

したため、人員確保

に時間がかかり、相

談業務に支障が生じ

ないようにする。 

心の相談活動の継続の視

点から、年間を通した人材

を確保する。 

全ての学校で 1 日勤務

及び通年での配置がで

きた。 

村内に、臨床心理士

の確保による心の

教室相談の拡充が

望まれる。 
Ｂ ①現状で継続 

情報教育推進事業 各学校の児童生徒のコ

ンピュータ操作能力及

び活用能力の向上を図

る。 

情報機器の整備は十

分であるが、活用に

ついては、人材の確

保と予算の継続が必

要である。 

人的の確保と予算の継続

を行う。 

 

 

年間指導計画に基づい

た学習活動が展開され

た。 

情報支援員の配置

と情報教育全体計

画の策定が必要で

ある。パソコン室実

績報告書の提出を

求める。 

Ｂ ①現状で継続 

特別支援員配置事

業 

障がいのある幼児児童

生徒の自立や社会参加

に向けた主体的な取り

組みを支援する。 

人材の確保と予算の

継続確保が必要であ

る。 

 

人材の確保と予算の継続

を図る。 

 

 

学校現場の要望に応じ

た配置をすることがで

きた。 

配置に向けての要

綱の整備と活用に

向けての研修を実

施する。 

Ａ ①現状で継続 

英語指導助手派遣

事業（ＡＬＴ） 

ネイティブを配置する

ことにより、児童生徒

の外国語「英語」力の

向上を図る。 

年度途中で契約時数

が切れた事例があ

り、学校の詳細計画

が必要である。 

年間活動計画を作成する。 新指導要領に対応でき

るよう小学校外国語活

動に登用した。 

年計作成と小学校

外国語教育での効

果的な活用方法の

検討が必要である。 

Ｂ ①現状で継続 

対外競技派遣事業 児童生徒の文化的、体

育的活動「部活動」の

振興を図る。 

実績について情報を

つかむとともに迅速

な予算の確保に努め

る。 

 

 

 

派遣に向けての予算の確

保をする。 

中頭大会・県大会でも

活躍する部活動があ

る。大会参加料、派遣

費等を負担することに

より、保護者の負担軽

減と運動・部活動の振

興に寄与した。 

児童生徒の派遣に

ついては、今後とも

最大限に対応する

ことが望まれる。 

 

 

A ①現状で継続 

中学校部活動支援

事業 

中学校の文化的、体育

的活動「部活動」の振

興を図る。 

各学校の実情に合わ

せた予算の確保に努

める。 

補助予算を確保する。 

 

部活動については、毎

年実績を上げている。 

今後とも、部活動活

性化のための人材

及び活動予算の確

保が必要である。 

Ａ ①現状で継続 



１６ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組み 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

知能検査 

標準学力検査事業 

 

児童生徒の学力の定着

状況を把握し、指導法

の工夫改善に役立て

る。 

学級内の児童生徒の

状況を踏まえて個別

指導へとつなげる必

要がある。 

学校・家庭が情報を共有化

し、生徒個々の課題解決に

向けた共通実践をする。 

児童生徒の学力の定着

状況の把握を年次毎に

掌握でき、本村の課題

を明確にできた。 

検査結果の活用方

法について学校差

がある。 
Ｂ ①現状で継続続 

安富祖小学校校舎

改築事業 

安心・安全な教育環境

の確保 

円滑な改築工事の実

施 

工事期間中に工事受注者

及び学校側と工程会議を

密に行う。 

老朽化している校舎を

改築した事により、校

舎の耐震性が確保で

き、又設備の充実が図

られ、よりよい学習環

境を確保する事ができ

た。 

 

今後、既存校舎の空

調設備が老朽化し

ている為、故障が多

く改修が必要であ

る。 
Ａ ③事業終了 

山田小中学校校舎

改築事業 

安心・安全な教育環境

の確保 

事業の採択 校舎建設計画に関する事

を学校及び地域と調整し

実施設計を終了させ、予算

の確保を行なった。 

 

 

現在工事中 現在工事中 

A 
①  現状の内容

で継続 

学校施設持管理事

業 

適切な学校の施設及び

設備の維持管理を行な

うことによるよりよい

教育環境の確保 

各学校の体育館の雨

漏り対策に対する工

法の検討が必要。 

防水修繕工事を密に行う。 

 

各学校の施設や設備の

修繕などを迅速に行う

ことにより、適切な維

持管理が図られ、より

よい教育環境が確保で

きた。 

 

 

 

 

 

 

各学校のプール施

設及び既存校舎の

空調設備が老朽化

しているため、故障

が多いので、修繕及

び改修の予算の確

保 
A 

①  現状の内容

で継続 

 



１７ 

 

２ 社会教育課所管事業 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

学校週５日制対応

事業 

地域及び青少年団体が

開催する事業を村が支

援する。（４団体） 

事業の申請をする団

体が少なく更なる周

知徹底が必要。 

周知を図るため、各字公

民館及び子ども会長へ文

書の発送及び公民館講座

等での事業の説明を行っ

た。 

申請団体１団体（参加

者１７名）で、前年度

比３団体の減であっ

た。 

平成１４年度に完

全学校週５日制が

施行され、年月が経

過し定着しており、

新たな展開が求め

られる。 

 

Ｃ ③事業の廃止 

国際交流派遣事業 創造性、積極性、国際

性に富み、グローバル

な視点で物事を考察で

きる人材の育成を目指

す。（中高校生対象、６

名） 

今後も事業の周知を

図り、応募者を増や

す努力が必要。 

周知を図るため、各学校

及び公民館への案内を早

めに実施した。     

（４月上旬） 

 

 

 

中学生６名が参加。高

校生の申し込みがな

く、全て中学生である。 

参加者からの報告書に

は、英語習得への意欲

の向上、周囲への感謝、

自己啓発に関する意見

があり、人材育成にお

いて効果が伺える。 

参加申込者が減少

傾向にあり、周知の

方法を工夫すると

共に、英語ストーリ

ーコンテスト等と

の連携や、研修後の

参加者による意見

発表等の機会を学

校等で設けてもら

うなど、啓発活動の

改善が必要。 

 

Ｂ ①現状で継続 

サバイバルキャン

プ事業 

無人島においてキャン

プを行うことにより、

自然に親しみ、仲間と

協力することで協調性

を育み、健康で心豊か

な青少年の育成を図

る。 

平成４年から事業が

継続されており、プ

ログラムの内容を改

めて見直す必要があ

る。 

重複した日程等を見直

し、日程を１日短縮し、

食糧の確保や食事作りな

どの基礎的な活動に重点

を置いた。 

プログラムを見直し、

基礎的な活動に集中し

て取り組めた。日程の

短縮により、体調不良

の参加者がいなかっ

た。 

 

事業の目標や、プロ

グラムの検討を行

い、事業の目的を促

進すること及び、安

全確保の徹底と児

童生徒への指導、支

援においてスタッ

フの資質の向上に

努める。 

 

 

Ｂ ①現状で継続 



１８ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

成人式事業 

 

 

 

 

 

 

 

村内の各団体の代表者

が一堂に会し、新成人

を励まし、祝う。 

 

 

 

アンケートを実施し

て、成人式に何を求

めているかを把握

し、式の内容を検討

する。 

 

各校区から数名の代表者

を選出し、実行委員（８

名）を立ち上げ、式典後

の祝賀会の企画・運営に

携わって頂いた。 

 

新成人が自主的に参画

し、企画・運営を行っ

たことは、大きな前進

といえる。実行委員と

して関わった新成人に

は、無事成功したこと

の達成感と、社会人と

しての自覚を覚醒させ

るよい機会となった。 

 

 

今後とも新成人の

自主的な参画を推

進すると共に、広報

を活用し、実行委員

の活動及び心境等

を紙面で表現し、啓

発活動へとつなげ

たい。 

Ａ ①現状で継続 

シルバー教室 

・グラウンドゴル

フ 

・災害対策講座 

・ＥＭ活用講座 

・地域交流（幼稚

園） 

・男の料理教室 

・女性メイク教室 

・老老介護教室 

・スクラップブッ

キング 

・移動教室（県内

北部） 

 

 

高齢者が仲間とのふれ

あいを通して、生きが

いづくりのできる機会

とする。 

全８回 

ミニデイサービスや

がんじゅう大学と内

容が重複しない、生

涯学習として生きが

いや社会貢献に繋が

る内容の講座を参加

者の要望に添いつつ

取り入れながら開設

する。 

 

前年度好評の災害対策講

座、介護講座、グランド

ゴルフ等を取り入れ、学

びを深めると共に高齢者

の方の生活や生き甲斐、

または社会貢献に繋がる

内容を企画できた。 

また、教室の年間活動を

知らせる広報誌「みーぐ

るぐる特別号」を発行し、

啓発活動へとつなげた。 

参加者は、延べ１５０

人で前年度に比べ３０

人ほど減少したが、参

加者が意欲的に講座へ

取り組むことができ

た。また、地域の人材

を活用した講座が多

く、講師との交流がで

きた。 

・参加者が高齢化

し、体調管理、怪我

予防等安全対策へ

の配慮が必要。 

・老人会新会員への

参加呼びかけを積

極的に行い、参加者

の拡大に努める。 

・開催回数が多く、

全ての講座に参加

できないとの意見

もあり、開催回数の

見直しが必要。 

・講座の内容を学校

等でのボランティ

アに繋がるような

講座づくりに努め

る。 

 

Ｂ 
②縮小（回数の減）

して継続 



１９ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

生き生き女性教室 

・ズンバ教室 

・スクラップブッ

キング 

・料理とテーブル

コーディネート 

・メイクセラピー 

・介護の基礎講座 

・移動教室（県内

図書館巡り） 

学習機会をとおして資

質や技術の向上を図

り、女性の地域づくり

への参加を推進する。 

併せて、受講を機に地

域でのサークル活動に

繋げ、生涯学習の啓発

の場とする。 

全６回 

要望の多様化に対応

しつつ個人の楽しみ

に終始することの無

いよう、社会参加や

地域リーダー育成に

繋がる講座を開設す

る。 

・村婦人会定例会で趣旨

説明等講座の紹介をし、

地域婦人会への参加呼び

かけを行った。 

・講師の紹介や比較的サ

ークル活動へ移行しやす

い講座の内容に取り組む

ことで各地域での自主的

な実施を促した。 

参加者は延べ９５名。 

・受講した内容を地域

で継続して学習したと

いう実践が行われた。 

・成果発表会への積極

的な参加が得られた。 

同じ講座を継続し

て受講したいとの

要望が多く、講座修

了後のサークル活

動への指導・助言等

の支援が必要。ま

た、個人の楽しみに

終始することなく、

社会貢献や、地域の

リーダー育成に繋

がる講座づくりに

努める。 

Ａ 

 

 

①現状で継 

   続 

成人教室 

・ＥＭ基礎講座 

・ミニコンサート 

（成果発表会） 

ストレス等により不健

康な生活を送りがちな

働き盛り世代を対象

に、文化教養、健康管

理等の学習をとおして

資質の向上と生き甲斐

づくりを図りつつ、地

域活動への啓発を図る

機会とする。 

（全２回） 

前年度取り組み無し ・ｽﾎﾟｰﾂ以外の生涯学習の

機会を提供し、豊かな学

びをとおして、自己実現

に繋がるような取り組み

を図る。 

・地域の人材（主に成人

の男性）の活用を図り地

域活動への啓発へと繋げ

る。 

 

 

参加者延べ１１０名・

参加者の学習要求に応

える機会となった。 

・講師が地域の方で、

より深い交流が実現で

きた。 

・２回目のミニコンサ

ートでは、公民館講座、

各教室等の成果発表を

併せて開催し、多くの

参加者があった。 

・地域の人材を把握

し、更なる活用を図

ることに努める。 

・各教室及び講座な

どの成果を発表し、

生涯学習活動の啓

発を図るため、成果

発表会を新たに企

画する必要がある。 

Ｂ ①現状で継続 

青年教室 

・街づくりシミュ

レーション 

・講演会「ライフ

ガードという仕

事」 

将来を担う人材育成の

一環として、文化・教

養・健康・地域づくり

などの学習の機会を提

供することで、視野を

広め、参加者の資質の

向上と社会参加への意

欲を高める。（全２回） 

前年度取り組み無し 

 

参加型講習や同年代の方

を講師として迎えるな

ど、社会参加や自己啓発

等の意義を考える機会と

なるよう取り組む。 

参加者延べ１４名 

・社会参加や自己啓発

の意義を考えるよい機

会となったが、参加者

が少なく、参加者個人

への効果はあるが、全

体的な効果としては課

題が残る。 

参加者が思うよう

に集まらず、教室の

開催方法や広報の

方法などを工夫す

ると共に青年団協

議会との連携を図

り参加者の拡大に

努める。 

Ｂ ①現状で継続 



２０ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

子ども教室 

・子ども料理教室 

 山田、仲泊校 

 恩納校 

 安富祖、喜瀬武

原校 

子どもの生きる力を育

成し、併せて地域の文

化、産業にふれる機会

とし、地域の人々との

交流や仲間づくりの機

会とする。 

（全３回） 

インフルエンザの影

響により、当日のキ

ャンセルが多かっ

た。 

学校や子ども会からの呼

びかけに努め、早めの募

集と実施直前の参加確認

を行った。 

 

参加者延べ２９名 

地元の食材を活用し、

地域の方を指導者に迎

え、地産地消の意義を

学び、地域の人々との

交流ができた。また隣

接した校区の合同開催

では、参加者同士の交

流ができた。 

 

・学習内容が多岐に

わたるよう情報の

収集と活用を図る

と共に広報活動を

工夫し参加者の拡

大に努める。 

 

 

 

Ｂ ①現状で継続 

親子教室 

・キッズコーチン

グ教室 

・大人のコーチン

グ教室 

家庭内外の教育環境を

見つめ直し、親子のふ

れ合いと家庭の教育機

能の向上を図る機会と

する。 

（全２回） 

前年度取り組み無し 家庭教育力の向上を図る

ための内容を企画し、そ

の効果を啓発活動へと繋

げるよう取り組む。 

参加者延べ２２名（親

８名、子１４名） 

子ども達が目標へ向か

って行動する意欲を高

める機会となった。親

が学ぶ事への関心を高

める機会となった 

 

 

家庭・地域での教育

力の向上が、総合的

な学力の向上に繋

がってゆくことを

認識し、事業を推進

し、参加者の拡大に

努める。 

Ｂ ①現状で継続 

らくらく子育て教

室 

・骨盤体操教室 

・スクラップブッ

キング 

・講演会「子育て

にお話と人形劇」 

・エコと安全洗剤 

・子どもの病気と

予防 

親子のふれあいの大切

さを再認識し、子ども

たちの「生きる力」を

育む基礎的な資質や能

力を育成する場である

家庭の教育機能の回復

及び参加者相互の情報

交換と仲間づくりの場

とする。 

全５回 

 

子育て教室は、子育

て支援センター利用

者が中心となり参加

者の幅が狭い。参加

者と地域との交流や

情報の発信の強化が

必要。 

公民館、学校、保育所、

事業所（農協や売店等）・

での広報活動や、村福祉

課との連携による広報活

動を実施。 

参加者は、延べ９５名

で、子育て支援センタ

ーの利用者が多かった

が、新しく参加する保

護者が増え、育児に対

する不安解消や育児の

楽しみ方などを伝える

ことができた。 

支援センター以外

での開催や、福祉課

の検診事業との連

携を図り開催する

等参加者の拡大に

努める。 Ａ ①現状で継続 



２１ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

地域リーダー研修 

・地域づくり講演

会 

・村内視察研修 

村内各地域及び団体間

の交流を深めると共に

地域のリーダーとして

の資質の向上を図り、

地域づくり、人材育成

に繋げる機会とする。 

（全２回） 

前年度取り組み無し 地域づくり、人づくりに

関する公演を開催し、地

域活性化に向けた取り組

みを模索すると共にリー

ダーとしての役割を探る

為の内容に取り組む。 

 

 

 

 

参加者は延べ７０名。 

区長、各種団体役員等

様々な立場の参加者が

あり、講師に活性化に

取り組む県外の地域で

活躍する方を招く事に

より視野が広がり、同

時に我が地域の良さと

課題に気づく機会とな

った。 

地域のリーダー育

成を目指し、継続し

ていくこと。村内各

字から参加してい

ただき、地域づくり

の課題と取り組み

を共有し、学びを実

践に繋げ、地域づく

りに努める。 

Ｂ ①現状で継続 

専門分野研修 

・防犯と子育て支

援教室 

・読み聞かせワー

クショップ 

・災害対策講座 

・ｽﾎﾟｰﾂ講習会 

ボランティア活動で地

域に寄与している方々

を対象に活動に必要な 

資質の向上を図ると共

に相互の交流を図る機

会とする。 

（全４回） 

前年度取り組み無し 

 

 

村内で活動する各種団体

の役員や、ボランティア

団体の方、並びに青少年 

ｽﾎﾟｰﾂ指導者等を対象に

活動や指導に関する内容

の把握に努め、スキルア

ップに取り組む。 

参加者は延べ１５３名 

・より専門的な知識を

得ると共に、各地域で 

活動する方々の情報交

換や交流の機会となっ

た。 

参加者の拡大を図

るため、講座の説明

や紹介に積極的に 

努める。 Ｂ ①現状で継続 

公民館講座 

 

地域住民に対して学習

機会を提供するととも

に指導者養成を図る。 

今年度、公民館講座

の開催を希望した公

民館は５字。もっと

多くの公民館が講座

開催できるよう講座

の紹介等を積極的に

行う。 

公民館講座の周知を各

機会（婦人会総会、区

長常会等）において実

施し、実施の促進に努

める。 

 

 

参加者は延べ７８４名８

字の公民館で計６０回実

施され、参加延べ人数と

もに向上した。 

・成人教室と合同で開催

した成果発表会への参加

もあり、学習意欲の向上

も図られた。 

講座の種類としては、琉

球舞踊「大漁節」、三線、

フラダンス、クラフト手

芸、足つぼマッサージ、

骨盤体操等である。 

公民館講座の周知

徹底を図り、継続し

て事業が実施でき

るよう努める。また

成果発表会を開催

し、受講者の発表の

機会を設ける。 Ａ ①現状で継続 



２２ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

青少年劇場小公演

事業 

優れた芸術を直に鑑賞

し、感動と歓びを与え

ることを目的とする。

県文化課からの受託事

業。 

事業の趣旨を周知

し、積極的に事業の

実施を促進する。 

事業実施の通知文書を早

急に各学校へ周知し、事

業実施の促進に努める。 

仲泊校で実施。早めの事

業実施を希望したため採

択された。中頭地区音楽

発表会前に実施された事

もあり、生徒も高い関心

を寄せていた。 

継続して、村内の各

学校において、実施

できるよう努めて

いきたい。 
Ａ ①現状で継続 

村青少年健全育成

事業 

村の補助事業として村

内各団体で青少年健全

育成協議会を組織し、

次代を担う青少年の健

全育成を図る。 

夜間街頭指導の方法

に工夫が必要（参加

者、時間帯等）。専門

委員会を開いて今後

の取組の改善を図

る。 

専門委員会を開催し、夜

間街頭指導の実施方法を

検討し、午後 10時開始を

午後 8時開始とした。 

午後 10 時から実施さ

れていた街頭指導を午

後８時から実施した。

時間を早めたため、児

童生徒、保護者への声

かけにより啓発が図ら

れた。また、例年行わ

れている少年の主張大

会・少年野球・中学陸

上競技・小学生駅伝競

走大会も多くの参加者

があり盛況に終えた。 

夜間街頭指導を継

続すると共に各団

体と連携を強化し、

チラシ等による家

庭・地域の教育力の

向上に努める。 
Ｂ ①現状で継続 

人材育成激励金支

給事業 

 

教育、芸術、文化ｽﾎﾟｰﾂ

の分野において優秀な

成績を収めた個人に対

し、激励金を支給する

ことにより、人材育成

と教育、芸術、文化、

ｽﾎﾟｰﾂの振興を図る。 

 

村民のｽﾎﾟｰﾂ振興や、

競技力向上に寄与し

ており、今後とも事

業の継続が必要であ

る 

 

ｽﾎﾟｰﾂ競技において、各

大会の結果を踏まえ、

対象者に対して激励金

の周知を行った。 

 

ｽﾎﾟｰﾂ競技においては、小

学生 1 名（バドミントン）、

中学生 2 名（バレーボー

ル）、高校生 18 名（ソフ

トボール、バレーボー

ル）、一般 15 名（駅伝、

ソフトボール、バドミン

トン）合計 36 名。文化面

においては、高校生 2 名

（囲碁）の支給実績があ

り、特にｽﾎﾟｰﾂ振興に寄与

した。 

ｽﾎﾟｰﾂ競技において

は村民への周知が

図られてきている

が、教育、芸術、文

化の分野において、

事業の周知を図り、

各分野の振興に努

める取り組みが必

要である。 

 

Ｂ ①現状で継続 



２３ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

各種社会体育事業

の充実 

地域住民に対してｽﾎﾟｰ

ﾂをする機会を提供し、

健康増進・親睦を図る。 

新体力テストは、タイ

アップ事業として今

後も継続する。会場地

に十分なスペースが

ないため、実施できな

い種目があり、会場の

確保が必要。また、参

加者の年齢層に偏り

があるので、あらゆる

年齢層が参加できる

ように各団体等への

協力依頼や広報活動

をする必要がある。 

福祉健康課とタイアップ事

業の一環として各種団体等

と事務調整をした。 

新体力テストについて

は、タイアップ事業とし

て福祉健康課、各種団体

等と事務調整をしたが、

割り当てられた会場が消

防分遣所との共同使用の

ため手狭であったため、

福祉健康まつり会場での

開催を断念せざるを得

ず、単独で事業を実施し

たが、参加者１２名（前

年度参加者３７名）と参

加者が減少した。 

今後も福祉健康課と

のタイアップ事業を

前提とし、各団体等

と事務調整をし、実

施する必要がある。 

また、体育指導委員

に判定員資格を取得

して貰い、上手く活

用する必要があり、

得られた情報を有効

利用できるようにす

る必要がある。 

Ｃ 
①現状で継続 

(一部内容を検討) 

各種社会体育事業

の充実 

壮年ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ 

地域住民に対してｽﾎﾟｰ

ﾂをする機会を提供し、

健康増進・親睦を図る。 

壮年ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ大会は

参加チームも多く好

評であるが、内容等

の見直しが必要。 

好評であるため、試合会

場を増やす、体育指導委

員との連携などの運営内

容を見直しして取り組ん

だ。 

運営内容などを見直す

ことによって、大会運

営がスムーズにいき、

多くの村民の健康増

進、交流に寄与するこ

とができた。 

参加チーム：12 

ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ経験者の

参加が増え、大会が

レベルアップして

いるが、経験者のい

ないチームとの格

差が出てきている

ので、競技規則の検

討が必要である。 

 

Ｂ 
①現状で継続 

(一部内容を検討) 

各種社会体育事業

の充実 

壮年ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ 

域住民に対してｽﾎﾟｰﾂ

をする機会を提供し、

健康増進・親睦を図る。 

壮年ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ大会は

参加チームも多く好

評であるが、内容等

の見直しが必要。 

好評であるため、試合会

場を増やす、体育指導委

員との連携などの運営内

容を見直しして取り組ん

だ。 

運営内容などを見直す

ことによって、大会運

営がスムーズにいき、

多くの村民の健康増

進、交流に寄与するこ

とができた。 

 

参加チーム：20 

 

年々参加チームが

増加傾向にあるた

め、試合数などが

増え、運営に苦慮

しているので、大

会日程を見直す必

要がある。 

Ｂ 
①現状で継続 

(一部内容を検討) 



２４ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

各種社会体育事業

の充実 

キンボール 

域住民に対してｽﾎﾟｰﾂ

をする機会を提供し、

健康増進・親睦を図る。 

キンボール大会は、

参加者からも好感触

なので、さらに良い

大会にするために運

営方法を検討して、

開催する。 

子どもから大人まで気軽

に参加できるように、い

くつかのカテゴリーを作

って、大会運営をした。 

いろいろなカテゴリー

を作ることで、子ども

から大人まで気軽に参

加出来るようになり、

多くの村民の健康増

進、交流に寄与するこ

とができた。 

参加チーム：12 

参加者が増加傾向

にあるが、参加地

域にばらつきがあ

るので、参加者が

村全域から増える

ように広報活動等

が必要である。 

Ｂ 
①現状で継続 

(一部内容を検討) 

各種社会体育事業

の充実 

ミニバレー 

 ミニバレー大会は、

参加者からも好感触

なので、さらに良い

大会にするために運

営方法を検討して、

開催する。 

こどもから大人まで気

軽に参加できるよう

に、いくつかのカテゴ

リーを作って、大会運

営をした。 

いろいろなカテゴリーを

作ることで、バレーに親し

みのない子供たちの参加

やミニバレークラブの参

加が増えた。 

ﾁｬﾚﾝｼﾞｸﾗｽ A：4 

(女性のみ) 

ﾁｬﾚﾝｼﾞｸﾗｽ B：7 

(小学生のみ) 

ﾁｬﾝﾋﾟｵﾝｸﾗｽ：12 

来年度以降は、大人

の部の参加に増減が

ないので、大会開催

日を検討する必要が

ある。 

特にバレー経験者の

参加が少ないような

ので、他の大会等と

重ならないような配

慮が必要である。 

Ｂ 
①現状で継続 

(一部内容を検討) 

村体育指導員の資

質向上 

各種ｽﾎﾟｰﾂの振興と普

及活動を支援し、体育

指導委員個々の資質の

向上を促す。 

これまでの取り組み

の結果、体育指導員

の資質向上につなが

っているので、引き

続き指導・助言が必

要。 

県体育指導委員協議会

や中頭地区体育指導委

員協議会の主催する事

業へ積極的に参加さ

せ、資質の向上と意識

改善を図った。 

各学校のＰＴＡが主催

する学年行事でのｽﾎﾟｰ

ﾂ技術指導へ派遣をし

た。 

２１年度に引き続き、これま

での取組の結果、意識の向上

や資質向上に繋がっている。 

九州体指研修：1回 

※那覇市にて開催 

県体指研修会：2回 

中頭体指研修：1回 

中頭体指講座：4回 

軽ｽﾎﾟｰﾂ教室：10回 

ｽﾎﾟｰﾂ指導派遣：2回 

各種大会協力：6回 

県や村等が主催する

事業への参加率の向

上等、意識改革や資

質向上については、

年々上がってきてい

るが、各出身地区で

の教室や講座の自主

運営が出来ていない

ので、更なる資質向

上に向けて指導・助

言が必要である 

Ｂ ①現状で継続 



２５ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

村体育協会、国頭

郡体育協会の活動

支援 

恩納村及び国頭郡の体

育協会に補助金を交付

し、その活動を支援す

ることによりｽﾎﾟｰﾂの

振興を図る。 

○自立運営について

は、各字体協との絡

みもあるので、長期

計画として指導・助

言が必要である。 

○村体協については

各専門部長等の殆ど

が村職員で構成され

ているので、村職員

以外から専門部長を

積極活用し、開かれ

た運営体制へ方向転

換を長期的に促す必

要がある。 

○自立運営については、

長期的な計画であるた

め、継続して指導・助言

をした。 

○郡大会において各競

技とも競技力が向上し

ている。 

郡大会成績 

ﾊﾞﾄﾐﾝﾄﾝ部男女優勝 

ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ部準優勝 

女子ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ部準優勝

等 

自立運営に向けて

の指導・助言に合

わせて、競技力の

向上や普及につな

がるような事業実

施が出来るように

指導・助言を継続

する。 
Ｂ ①現状で継続 

村立小中学校体育

施設（プール）の

一般開放事業 

夏休み期間中、学校施

設を有効活用し、村民

の泳力及び体力の向上

を図る。 

○実質的に泳力及び

体力の向上について

は水泳教室等を開催

できず、課題として 

残っているので、引

き続き開催に向けて

の課題を再確認す

る。 

○管理人募集の条件

に、水泳指導の有資

格者を指定する等の

工夫が必要。 

○開放期間中、水質

管理・安全管理だけ

でなく、プール利用

者に対して積極的に

触れ合い、水泳指導

について協力するよ

う指導・助言をした。 

○有資格者ではない

が管理人が水泳指導

に携わることによっ

て、利用者の体力の

向上、健康増進に繋

がった。 

 

利用延人数：1,164

人 

安富祖校：58人 

喜瀬武原校：101人 

恩納校：653人 

仲泊校：152人 

山田校：200人 

○今後も水泳教室等の開

催に向け、教育委員会だけ

でなく、福祉健康課とタイ

アップ事業としての検討

が必要である。 

○募集条件についても、水

泳指導有資格者を指定す

る等の工夫が必要だが、殆

どがスイミングスクール

等の職員のため、応募がな

いのが現状なので、募集条

件の検討が継続して必要

である。 

また、夏休みの解放である

ので、親子や一般の方の利

用しやすいように、開放日

程を検討する必要がある。 

Ｂ ①現状で継続 



２６ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

各種団体等県外派

遣補助事業 

村民のｽﾎﾟｰﾂや文化的

活動に対する意欲を向

上させ、各種ｽﾎﾟｰﾂ及び

文化的活動の振興を図

る。 

村民のｽﾎﾟｰﾂ振興や

競技力向上に寄与し

ているので、今後も

事業継続が必要であ

る。 

事業に該当する団体を把

握するため、あらゆる面

から情報収集をした。 

情報収集をすることで

該当者を把握すること

でき、多くの団体等を

派遣することができ、

村民のｽﾎﾟｰﾂ振興に寄

与することができた。 

一般団体：2団体 

(ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ) 

小学生：2団体 

(小学ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙｸﾗﾌﾞ･

小学ﾀｸﾞﾗｸﾞﾋﾞｰｸﾗﾌﾞ) 

個人：1 名 

(小学ﾊﾞﾄﾐﾝﾄﾝｼﾝｸﾞﾙ) 

 

 

 

 

村民のｽﾎﾟｰﾂ振興

や競技力向上に寄

与しているので、

今後も事業継続が

必要である。 

Ａ ①現状で継続 

平成 22 年度全国

高校総合体育大会

恩納村実行委員会

補助事業の充実 

平成２２年度全国高校

総体のｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ競技大

会が本村で開催される

にあたり、実行委員会

に補助金を交付し、そ

の円滑な運営を図る。 

大会の円滑運営を図

るために、地域及び

共催地、関係団体と

の連携が引き続き必

要である。 

大会の円滑運営を図るた

め、共催地の読谷村実行

委員会をはじめ、各関係

団体等との連携を図っ

た。また、ムダな支出が

増えないよう事業費の削

減に努めた。 

共催地の読谷村実行委

員会をはじめ、各団体

との連携を図ったこと

により、大会を円滑運

営することができ、事

業を無事終えることが

出来た。なお、事業費

の見直しをしたこと

で、事業費も削減する

ことが出来た。 

 

 

 

 

Ａ 
③事業の廃止 

(事業終了のため) 



２７ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

村体育施設維持管

理事業 

村内の体育施設の維持

管理に指定管理者制度

を導入し、その運営を

行わせることにより、

管理費用の軽減及び利

活用の増進を目指す。 

事業開始 3カ年度目

に入り、施設管理に

対する年間サイクル

には順応していると

思われるので、自主

事業の検討、村民優

先雇用、村民の利用

率向上のための施策

を検討する必要があ

る。 

指定管理者側と打ち合わ

せ会議を開催し、施設の

利用率向上へ向けての自

主事業の開催や村民優先

雇用の指導・助言を随時

うながした。 

 

体育の日の村民への無

料開放・指定管理杯少

年サッカー大会等の自

主事業が開催されるよ

うになり、利用率向上

に繋がった。 

 

村民への無料開放実績 

【開放施設】野球場・

サッカー場・サブグラ

ウンド・赤間運動場 

※村出身者の在籍する

高校野球部と県内有数

チームとの練習試合 

石川高校・読谷高校・

嘉手納高校 

※村内中学校野球部間

の練習試合 

山田・仲泊・恩納校 

※村内少年野球チーム

の練習試合 

ﾃｨﾀﾞ･ｷｯｽﾞ･ﾌｧｲﾀｰｽﾞ、瀬

良垣ｸﾗﾌﾞ、恩納ｸﾗﾌﾞ、

前兼久ﾀｲｶﾞｰｽ仲泊ﾔﾝｷｰ

ｽ、山田ｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞ 

※ﾀｸﾞﾗｸﾞﾋﾞｰ講習会 

仲泊小ﾀｸﾞﾗｸﾞﾋﾞｰｸﾗﾌﾞ 

 

 

 

 

自主事業が開催さ

れ施設利用率の向

上に繋がっている

が、まだ十分とは

言えないので村主

催事業と被る事が

な い よ う に調整

し、更に指導が必

要である。 

また、これまで開

催している自主事

業は利用率の向上

に繋が っ て い る

が、収益性がほと

んどなく、委託費

の削減に繋がって

いないので、自主

事業を開催する上

で、収益性のアッ

プに繋がるよう指

導・助言が必要で

ある。 

B ①現状で継続 



２８ 

 

３ 学力向上対策委員会事業 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

地域学習支援事業 学力向上対策委員会の

組織を強化し、学校、

地域、家庭が連携して

それぞれの役割を分担

しながら心・知・体の

三拍子揃った子どもの

育成を図る。 

学校・地域・家庭が

連携して活動できる

地域支部事業の創設

が必要である。 

地域学習塾の芽だしと

学対地域支部を位置づ

ける。 

全ての字で地域学習

塾を開設した。 

地域支部を位置づけ

た。 

地域学習塾にお

ける講師の確保

と内容の拡充を

図る。 Ａ ①現状で継続 

石狩市中学生交流

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

地理・歴史・文化の異

なる北海道との交流体

験を実施することで、

沖縄の文化との違いに

ついて学ぶとともに、

人間性豊かな人材の育

成を図る。 

※ 隔年ごとに派遣、受

け入れで実施する。 

「21 年度は 20 名の

中学生を受け入れ

施設等見学、交流

学習、体験学習、

民泊体験を実施」 

石狩側に新型インフ

ルエンザの生徒が発

生し、一部教師が交

流日程から外れた。 

予防注射も受けてい

て、対策に落ち度は

ないが、養護教諭の

同行が必要である。 

インフルエンザだけで

なく、事前の健康管理

に努める。 

互いの生活や歴史・文

化を交流することに

よって内面的な成長

を深めることができ

た。 

 

交流の意義の再

確認と受け入れ

送る側の担当の

役割分担の明確

化を図る。 

次年度は受け入

となる。 
 B ①現状で継続 

教育講演会事業 村民の教育に関する意

識の高揚を図ることを

目的に著名人を招き、

講演会を開催した。 

21 年度は、元タレン

トの高見知佳さんを講

師にゆうなホールで講

演会を開催した。 

本村の細長いという

地理的な環境の中で

は、参加者の増加は

厳しい。今後は、校

区ごとに PTA・学校

連携で実施する方向

で検討が必要。 

 

 

教職員を対象としての

講演会の実施。 

吉浜幸雅氏を講師に

福祉センターにて開

催。 

新学習指導要領

に対する教職員

を対象とした情

報教育及び特別

支援教育、食育等

の講座・授業づく

り研修会の実施。 

Ａ 
②事業内容を変更し

て実施 



２９ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

問題データベース

の導入事業 

 

 

 

 

全学年の学習内容を、

学習材・プリント作成

できるウェブ上のコン

テンツを導入すること

により、個に応じたき

め細かな学習に活用す

る。 

学校間に活用の差が

見られ、頻度の低い

学校は高い学校へ割

り振ることも検討し

たい。 

利用率に合わせた予算

の処置を検討する。 

活用している学校と

そうでない学校の差

が大きかった。 

村全体での効果

的な活用が見ら

れないため、事業

は廃止する。 

 

 

Ｃ 

 ③事業の廃止 

教職員先進地視察

研修事業 

学力定着率の高い県外

の都道府県に小中学校

の教職員を派遣し、学

力定着に向けた指導方

法の工夫改善に資す

る。 

秋田市で学んだもの

を、個人として、学

校としてどう生かす

かが課題である 

中堅教諭秋田県視察研

修を実施する。 

校内研修での報告会を

行う。 

研修成果の共有化を

図っている学校と個

人研修の域を出ない

学校がある。 

視察研修は廃止

し、秋田県より講

師を招聘しての

研修会に変更す

る。 

 

 

Ｂ ②事業内容を変更し

て実施 

学対実践報告会 

 

 

 

 

恩納村学力向上対策の

取り組みの成果と課題

を、学校・家庭・地域

の立場から検証する 

時間設定と発表内容

の精選を図る。 

時間設定と発表内容の

精選を図る。 

学校・家庭・地域の立

場から計画通り実施

した。 

保護者の参加者

が少ない。実施期

日や隔年開催も

含めて検討する。 

学校報告会と村

開催の役割を確

認する。 

 

 

Ｂ 

①現状で継続 

諸検定料支援事業 

 

 

 

 

 

全国規模で実施されて

いる漢字検定・英語検

定・数学検定等を希望

する児童生徒に半額補

助し、学力についての

意識化と定着を図る。 

本年度よりの新規事

業 

 各学校とも希望者を

募り実施した。 

当初予算を消化

できず、意義につ

いて保護者への

啓蒙が必要であ

る。 

 

 

Ｂ 
①現状で継続 

 

 

 

 

 



３０ 

 

４博物館所管事業 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

博物館運営 

 

 

 

博物館は村の自然、歴

史、文化を発信する生

涯学習機関としてふる

さと学習の拠点となる

よう、関連する資料の

収集、整理、保存活用

に努めると共に、展示

公開、調査研究を充実

させ、企画展、各種講

座、芸術鑑賞の機会を

とおしてふるさと学習

にふさわしい施設とし

てその活性化を図りま

す。 

前年度評価無

し 

村民のニーズに添った

多彩な企画展を企画す

ると共に、文化財を活

用した事業の展開を図

る。また芸術鑑賞の場

としてミニコンサート

などの開催を図り村民

が文化芸術にふれる機

会を設けた。 

 

 

 

２２年度は、３回の企画展、

１回のコンサート、２回の

講座と「歴史ロードを歩こ

う」や「親子文化財巡り」

を実施し、延べ 1,941 名の

参加があった。企画展等の

入館者を含めた年間入館者

が、 5,136 名であった。 

博物館運営協議会について

は、事務局での調整がうま

くいかず、開催することが

できなかった。 

 

 

村内外の文化財や

人材、その他芸術作

品を活用した企画

展や各種講座等の

事業を展開し、ふる

さと学習を啓発す

ると共に、年間入館

者数の目標値を定

め、達成できるよう

努める。また企画

展、講座等の開催時

期についても効果

的な開催に努め、立

て看板等の活用な

ど、広報の方法を工

夫する。 

 

Ｂ ①現状で継続 

海の見える博物館 

やちむんガラス工

芸展 2010 

村内の伝統工芸を紹介

すると共に、体験教室

を開催し、伝統工芸の

魅力にふれる事により

村民に伝統工芸や芸術

に対する理解を深めて

もらう場とする。 

 

 

出展者や作品

の更なる充実

を図り、地域参

加型の展示会

を目指す。 

 

作家個人の展示スペー

スのみではなく、「皿」

というテーマで作品を

集めた展示コーナーを

設置するなど、作品の

充実を図った。工芸体

験教室を開催し、地域

住民の参加促進を図っ

た。 

6/29～7/19 開催。期間中来

場者 509 名。 

（前年度来場者５００名）

作家の個性溢れる多彩な作

品を鑑賞できるということ

で、概ね好評だった。工芸

体験教室は７／３に開催し

参加者９名。参加者は少な

かったが、普段できない体

験に参加者からは好評であ

った。 

陶芸、琉球ガラス工

芸のみの展示であ

るが、村内には他の

工芸に取り組む作

家もおり、そうした

作家とも連携し、出

展内容の充実を図

るとともに、体験教

室への地域住民の

参加についても向

上が図られるよう

努める。 

 

Ｂ ①現状で継続 



３１ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

企画展「恩納村の

文化のかおり～新

収蔵品展～」 

 

 

 

 

 

 

 

 

博物館が収蔵する資料

や文化財の資料を活用

し、恩納村の情報を発

信し、村の歴史や文化

財に対する理解を深め

てもらう場とする。 

 

 

 

 

 

・毎年の企画展

をとおして、資

料を収集し、そ

の資料や研究

成果を展示に

反映させるこ

とで、展示物の

充実に努めた

い。 

 

 

・近年の村民からの寄

贈や調査等で増加した

資料、修復が完了した

地図資料などを展示

し、積極的な情報の発

信を行った。 

 

 

 

 

 

8/3～10/3 開催。期間中来場

者 1053 名。 

（前年度「昆虫展」来場者

2,435 名）平成 13 年度から

平成 21 年度までに寄贈さ

れた新資料や修復の終わっ

た「恩納間切・村地籍図等

資料」、塩屋貝塚、太田古墓

の調査資料を展示し、博物

館の資料の活用や村民への

情報の公開を行った。 

 

・毎年の企画展を

とおして、広い分

野の資料を収集

し、その資料や研

究成果を展示に

反映させること

で、展示物の充実

に努めたい。 

 

A 

 

 

 

①現状で継続 

 

 

 

（共催）平成 22 年

度沖縄県芸術文化

祭写真選抜展 

沖縄県、沖縄県文化振

興会主催の「沖縄県芸

術文化祭」の移動展を

受け入れ、村民が芸術

作品を鑑賞する機会を

設け、芸術振興に資す

ることを目的とする。 

前年度取り組

みなし 

入賞者作品、審査員出

展作品などの芸術性の

高い作品と入選作品の

うち、自然を題材とし

た作品を中心に選抜

し、展示を行った。 

11/2～11/7 に開催。期間中

来場者 131 名。 

57 点の写真芸術作品を展

示した。来場者はじっくり

と作品を鑑賞しており、好

評を得た。 

来場者がそれほ

ど伸びなかった。

作品借用可能な

期間の日程もあ

り、展示会の開催

期間が短いので、

効率的な広報を

行いたい。 

 

B ①現状で継続 

サンセットコンサ

ート 

博物館を活用し、村民

を中心に優れた芸術・

音楽・芸能等を鑑賞す

る場を提供すること

で、芸能等への関心を

高め、恩納村の文化振

興に資することを目的

とする。 

前年度は、日

程・出演者等の

調整が出来ず、

開催すること

が出来なかっ

た。 

村内在住の県立芸大

OB を中心としたメン

バーの人材を活用し、

公演及び出演者の依頼

を調整。 

 

平成23年3月21日に開催。

来場者約 115 名。（アンケ

ート回答者 51 名。村内 31

名、村外 16 名、県外 4 名） 

琉球楽器と洋楽器の合同演

奏会を行い、村内からも多

くの来場者があったが、周

辺市町村、観光客の来場者

もあり、博物館展示ホール

の容量いっぱいとなった。 

会場で実施した

アンケート結果

を踏まえ、琉球古

典音楽だけでは

なく、多彩な内容

で開催していき

たい。 

A ①現状で継続 



３２ 

 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

博物館講座「恩納

村の沖縄戦～壕・

避難地・収容所～」 

村民や村外の方を中心

に 

今回は字恩納の當間嗣

長さんの戦争体験につ

いての講演会を開催し

た。 

文化講座など

の講演会の充

実を図りたい。 

前年度は「昆虫標本づくり」

（34 名）、「竹細工教室」（23

名）の体験教室を実施した。

今年度は地域の方を講師に

恩納村の特色ある講演内容

で、講座の企画を行った。 

平成 23 年 3 月 26 日

開催。来場者 18 名（村

内 16 名、村外 2 名）。 

沖縄戦当時の恩納村

の様子を知る機会と

なった。また、戦争体

験を講演する様子を

記録映像として撮影

も行った。 

 

講演会の内容、広

報の期間・方法等

を検討し、より多

くの地域の参加

者の増加を図る。 
B ①現状で継続 

博物館年報の刊行 恩納村博物館のこれま

での活動に関する情報

をまとめることで、今

後の活動、方針を決定

する際の指標とするこ

とができる。記録する

ことにより将来的な資

料とすることもでき

る。 

恩納村博物館

の活動につい

て、情報のまと

め方や掲載す

る内容につい

て検討する。 

展示会の様子の写真の掲載

や展示会での展示配置図の

掲載など今後の資料となる

情報を積極的に掲載する。 

平成 20 年度・21 年度

の博物館の活動の情

報をまとめて報告。情

報の整理、博物館年報

を作成した。 

過去の事業によ

っては詳細な情

報が記録されて

いないこともあ

るので、年報作成

にかかわらず、今

後に活用できる

情報の記録の仕

方を検討する。 

 

B ①現状で継続 

歴史ロードを歩こ

う事業 

文化財を見て、聞いて、

触れることで文化財愛

護思想の啓発を図った 

年々参加者増

加による対応

方法について 

安全確保のための職員の配

置及び文化財ボランティア

ガイド「道の会」の活用。 

子供会へ呼びかけし村内参

加者の促進を図る。 

 

参加者は８０名。（村

内 57 名、村外 34 名。

安富祖子供会が参加。

前年度参加者 75 名） 

村内外からの参加者

が多く、また参加した

いという意見が多く

寄せられた。 

村内の参加者の

増加を図るため

さらに積極的に

広報活動を行う。 

「道の会」の案内

方法について情

報交換等を行い

検討する。 

 

 

 

A ① 現状で継続 
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事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

親子文化財めぐり 親子で文化財めぐりを

することにより、歴史

や文化財への認識を高

め、文化財保護の啓発

を図る。 

継続して参加

者が理解しや

すい学習機会

となるよう努

める 

案内資料に写真やイラ

ストのマンガなどを入

れてわかりやすい補足

資料を配布した。 

参加者は３０名。 

太田子ども会の親子を対

象に実施した。（前年度は

インフルエンザの影響に

より中止）村に関連する護

佐丸や地域の文化財につ

いて子どもたちにとって

楽しみながら理解しやす

い学習機会となった。 

継続して村内の

学校、子ども会へ

参加の呼びかけ

を積極的に行い、

ふるさと学習の

機会の充実を図

る。 

A ① 現状で継続 

村指定文化財保護

審議会 

村指定文化財の保護と

活用 

継続して文化

財の保護及び

活用に努める

とともに指定

文化財の確保

に努める 

村内に所在する指定文

化財の増加を図るため、

文化財保護委員会で指

定候補文化財について

審議した。 

今年度は 1 回の審議会を

実施。村内の拝所等を文化

財指定候補として検討し

た。文化財保護審議会委員

と一緒に現地視察等を実

施し、村指定文化財の増加

を図った。 

継続して文化財

の保護及び活用

に努めると共に

指定文化財の増

加に努める 

B ① 現状で継続 

国庫補助事業恩納

村内遺跡発掘調査

等 

国庫補助４カ年事業

で、村内の埋蔵文化財

の分布状況の把握と開

発調査に必要な確認調

査の実施。 

引き続き増加

する開発に伴

う埋蔵文化財

の調査を実施

し、その保護に

努める。 

開発などに伴う埋蔵文

化財の周知を図るため

に調査を継続して実施

した。埋蔵文化財の詳細

な位置や内容を確認す

るために表面踏査を実

施するとともに確認さ

れた遺物の整理作業を

実施した。 

谷茶～仲泊を中心に村内

の埋蔵文化財の分布状況

確認及び新規に１０箇所

の埋蔵文化財包蔵地を発

見した。 

安富祖区 1カ所 

太田区 1カ所 

南恩納区４カ所 

谷茶区 1カ所 

冨着区 1カ所 

山田区 1箇所 

塩屋区 1カ所 

 

 

事業最終年度と

なる平成 23 年度

には分布調査及

び開発に伴う調

査及び平成 20 年

度からの調査成

果をまとめた報

告書を刊行する。 
A ① 現状で継続 
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事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

国庫補助事業山田

城跡保存管理計画

策定事業 

国庫補助２カ年事業

で、国指定史跡「山田

城跡」の保存管理計画

策定事業の実施。 

保存管理計画

を平成２２年

度に刊行する

ため、策定委員

会の開催と資

料の収集及び

作成に努める。 

保存管理計画を策定するた

めに会議を実施。文化庁調査

官及び県教育委員会の指導

のもと事業を実施した 

年３回の審議を実施

した。山田城跡の保存

管理に関する基準及

び基本方針や史跡整

備の方向性について

専門の委員に審議し

てもらい事業を実施

した。予定では 22 年

度完了であったが、審

議が難航し、完了でき

ず 23 年度継続となっ

た。 

 

 

継続して平成 23

年度にも審議会

を実施し、計画書

を刊行する。 

B ① 現状で継続 

受託事業 安富祖

ダム埋蔵文化財発

掘調査 

安富祖ダム建設に伴い

恩納村長から受託し埋

蔵文化財緊急発掘調査

及び報告書刊行を実

施。 

前年度取り組

み無し 

 安富祖ダム建設予定

地に係る遺跡の保護

のため一部計画変更

を調整し、工事に係る

範囲においては文化

財保護法に則り緊急

発掘調査を実施し、成

果を報告書にまとめ

刊行した。事業が完了

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

A ③事業の廃止（完了） 



３５ 

 

５学校給食センター所管事業 

事業項目 事業目標及び事業内容 前年度の課題 課題克服に向けた取組 事業の成果 今後の課題 評価 総合判断 

栄養教室の開催 児童生徒に食に対する

正しい知識を身につけ

させると共に学校給食

の重要性を認識させ

る。 

継続的実施していく

必要がある。 

年間を通して指導が行

えるよう各学校と調整

を図る 

給食時間を利用して、

食に関する指導を継

続的に行うことがで

きた。 

給食時間以外の

栄養教室の開催

できる時間の確

保 

 

Ｂ ①現状の内容で継続 

村産食材の積極的

な活用 

安全な食材の確保と村

内生産者との連携によ

る地産地消の推進 

食材の確保の仲立ち

をするコーディネー

ターの確保 

生産者と連携して村内

の農産物を活用した。 

 

 

 

村内の農水産物を継

続的に活用すること

ができた。 

 地産地消をも

っと積極的に活

用するために情

報収集とフード

コーディネータ

ーの確保が必要 

B ①現状の内容で継続 

給食センター見学

の推進 

給食の調理の状況を見

学させて、その安全性

を認識させる。 

衛生管理を児童生徒

に教えるためにも継

続して行きたい。 

毎年給食センターの見

学が行えるよう各学校

と連携し、行事として

取組めるよう調整する 

給食センター見学を

とおして、衛生管理を

理解させることがで

きた。 

各学校の年間計

画の中で取組ん

でもらえるよう

な対応が必要。 

A ①現状の内容で継続 

給食費徴収率の向

上 

安全で質の高い給食の

提供するため、各自治

会を通して徴収し、未

納者はセンター職員が

直接徴収。 

給食費の納付に対す

る義務意識がない未

納者に対する対策必

要。 

滞納者に直接お会いし

て、未納理由を聞くと

共に、分納相談等に応

じた。 

 

少数ではあるが、分納

で納めるようになっ

た。 

 納付義務意識

を高め、口座振替

を推進する。準要 

保護の制度も周

知していく。 

B ①現状の内容で継続 
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４ 外部有識者の意見について 

  教育委員会の内部評価を終えて後、評価の客観性を確保するため、外部評価委員会に諮問して点検評価結果に関する意見を求めました。外部評価委員会の構成メン

バー及び意見の内容は次のとおりです。 

  

(1) 恩納村教育委員会の事務事業の点検評価外部評価委員会 

役 職 氏  名 任     期 備     考 

委 員 長 大 城 勝 泰 平成 23 年 11 月 1 日～平成 25 年 10 月 31 日 元教育委員・元村議会議長 

副 委 員 長 金 城   啓 平成 23 年 11 月 1 日～平成 25 年 10 月 31 日 前石川高等学校校長・現安富祖校学校評議員 

委  員 真 栄 城 慶 子 平成 23 年 11 月 1 日～平成 25 年 10 月 31 日 元村子供育成会会長 

 (2) 意見 

当委員会は、教育長の諮問に基づき、11 月 8 日、11 月 14 日に委員会を開催し、諮問された各種事務事業の評価や課題の把握の根拠などについて、担当課長及び担

当者の出席を求めて説明を受けながら評価を行いました。また 11月 24日には、これまでの会議の経緯の確認と意見の集約を行いました。その結果を答申いたします。 

 

                    記 

１ 点検評価報告書について 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により外部評価を取り入れた事務事業点検評価も今回で 3 年目ということで軌道に乗ってきたという感じがし

ます。点検項目並びに事業内容、取組み結果及び課題についても、昨年同様に、わかり易く丁寧にまとめられ、担当者が熱心に取り組んだことが伺えました。 

評価基準、評価シートについても PDCAサイクルに沿って事業展開ができるよう改められ、その結果に基づいて次年度以降の事業展開の方向が示されていることから、

担当職員の意識改革につながり効率的な事業展開が期待できると感じました。成果の見えにくいといわれる教育行政について、常に点検や評価を繰り返すことが重要

だということが確認できました。 

この評価結果の活用につきましては、次年度以降の事業の取り組みを具体的に進めやすくするためのものであり、予算や事務改善等の施策を推進するための方向性

を確認するものとして、取り入れていただきたいと思います。 

また、各事業について企画段階での数値目標を明らかにし、数値目標の達成状況に応じた評価を行うと共に、事業実施に要した経費を表示することで費用対効果も

含めて村民目線で評価できるものと思います。今後ご検討をお願いしたいと思います。 

 

２ 教育委員会の活動内容について 

  教育委員会の会議や主催行事等への参加状況、研修会や懇談会への参加状況が詳しくまとめられ活動内容が良くわかりました。入学式・卒業式・運動会等の学校行

事への積極的な参加や県教育委員会連合会、中頭地区教育委員会連合会主催の研修会への参加、村長との意見交換会、校長会との懇談会の取組み、地域懇談会への参

加など課題克服に向けた取組みなど新たな取組みが行われ委員会の活性化につながる活動をされていることを感じました。 

 今後とも創意工夫を取り入れながら学校、地域との連携を深め本村教育の充実発展に努められることを期待します。    

 

３ 事務事業の評価について 
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  今回は 79 件の事務事業の内部評価を点検しました。その評価内容につきましては、目標が達成できたとする A 評価が 25 件、目標が概ね達成できたとする B 評価が

49件、事業の廃止や目標が一部しか達成できなかったとする C評価が 5件、目標が達成できなかったとする D評価は 0件となっており、昨年から新たに評価指針とし

て加えられた目標以上の効果を出したとする S評価はありませんでした。 

取組み内容や事業成果を見る限りにおいて、全体的に評価は概ね妥当だと思います。しかし、教育振興備品の充実事業は自己評価では A 評価となっておりますが、

備品の監査及び計画的な備品の購入ができたということでの評価となっております。昨年課題として挙がったにも関わらず改善されていません。学校備品は村の財産

であり、その有効活用を図るためには、教育委員会で一括管理する必要があります。教育委員会での一括管理が行われていないことから B評価が妥当だと思います。 

また、社会教育所管事業の国際交流派遣事業は人材育成の観点から有益な事業ですが、応募者が前年同様 6 名と極端に少なく、事業の内容や募集方法の見直しが必

要だと思われます。予算どおりの事業が実施できたということで、自己評価でＢとなっておりますが、現在の高校生、中学生限定を改め、広く一般を含めた派遣や派

遣事業以外の国際交流事業についても検討するべきだと考えます。 

C評価の 5件につきましては、恩納村テスト事業、宿泊学習事業、学校週五日制対応事業、社会体育事業の新体力テスト事業、学力向上対策事業の問題データベース

事業となっておりますが、宿泊学習事業につきましては 3校が共同実施、2校が単独実施となったことによる評価、学校週五日制対応事業は 4団体の計画が 1団体の実

施となったことによる評価、社会体育事業の新体力テストが福祉まつり事業との共同開催が出来なかったことによる参加者の減少による評価、学力向上対策事業の問

題データベース事業は、活用について学校間の差が大きいことや効果的な活用が見られないとの理由による評価となっています。ただ、この問題データベース事業は、

導入当初は学力向上対策事業の目玉事業として導入されたにも関わらす、僅か 1 年で利用状況について学校間で差があるということを理由に事業を廃止することにな

っておりますが、廃止するに足る検証作業、廃止する状況説明が充分ではないのではと考えます。 

D評価につきましては、今回はありませんでした。 

  なお、外部評価をしていく中で委員から多様な意見や提言がありましたので、主なものを列記致します。 

 ① 青年教室街づくりシミュレーションについては、良い取り組みだとは思うが、参加者が１４名と少なく効果が限定的である。青年だけの対象に限らず対象年齢の

範囲を広げる等全体的な効果に繫がるような対策を講ずるべきである。 

 ② 博物館運営については、博物館運営協議会は、博物館運営に関する事項を協議するための協議会であり、博物館運営の根幹をなすものである。協議会の中で事業

計画等を精査する等協議会を充分に活用し、数値目標を設定するなど事業を実施するべきである。 

③ 社会教育事業は、多岐に渡っているが、その対象者が競合しているものが多々あり、そのことが参加者の負担につながっていることが懸念される。今後、事業の 

内容を点検し、整理統合を行い、成果があげられるような知恵と工夫が必要である。 

 ④ 体育施設指定管理に伴う、当該施設の雇用確保については、村民雇用を優先で対処するよう充分な対応が必要である。 

 ⑤ 給食センターの村産食材の積極的な活用については、昨年から食材の確保の仲立ちをするコーディネーターの確保が課題となっているが、村産食材の利用率が低 

く、今年度も同様の課題となっている。道の駅「なかゆくい」等との連携による村産食材の活用を図り、地産地消を推進していく必要がある。 

 

  その他、個別の事業については審査の過程で多種多様な指摘や提言がありましたがその全てを列記することはできません。資料として会議録を添付いたしますので

今後の事業展開の参考に供していただければ幸いに存じます。 

 

４ まとめ 

この事務事業の点検評価は、前年度に実施した事業について、既に現年度の事業が進んでいる時点で行われなければならないシステムであるため、外部評価委員の
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意見がどの程度即効性をもって反映されているか疑問視されますが、今後とも各事業に対する費用対効果が拡大されるとともに、前年度評価した内容が次年度以降の

事業執行、予算等にどの程度反映されたのかが明らかになっていると外部評価がしやすいのではないかと思います。    

今回の総合判断では、69 件の事業で現状のままで継続と評価していますが、これを受けて前例踏襲により漫然と取組みを継続していくことのないよう、客観的で正

確な状況分析を的確に行い、常に新たなる発想による効果的な手法が無いか問題意識をもって事務事業の遂行に当たっていただきたいと思います。 

事業は実施するだけでなく実施後に検証を行い、課題を見つけ出し、次年度はその課題を事業目標に掲げ解決に向けて努力をしていく、この繰り返しをしていくこ

とがマンネリ化を防ぎ、効率的な事業推進につながります。また職員が点検評価の趣旨を充分に理解し、高い事業目標を掲げ、常に受益者たる村民の目線で担当する

事業を進めていけば、より効果的な事業展開が行われ、本村教育の更なる振興につながります。今後なお一層のご活躍をご期待申し上げ外部評価委員会の答申と致し

ます。 

 

 

５ 結びに 

  今回の点検評価は教育委員会にとって３回目ということで、このシステムについても各担当者に浸透してきました。今後ともなお一層村民によりわかり易い内容に

なるよう検討を進めながらその内容の充実に努めていきたいと考えております。 

今回の点検評価で明らかになった課題については、次回の点検評価でその取組みの経緯と結果がわかるよう報告していきたいと思います。また外部評価委員会の意

見を謙虚に受け止め、事務事業の改善やより効果的な事務事業の実施と内容の充実に努めてまいります。 

年々複雑多様化する教育の更なる発展に向けて常に現場の声に耳を傾け、計画的、効率的に教育行政の推進に努めるとともに、点検評価を取り入れながら、より一

層の教育活動を展開して行きたいと思います。今後とも更なるご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。 

  平成 23 年 12 月 

                                                      恩納村教育委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


